平塚市自治会館等建設事業費補助金交付要綱
（趣旨）

第１条　この要綱は、自治会等の健全な発展と地域住民の福祉を増進するため平塚市自治会館等建設事業費補助金を予算の範囲内で交付することについて補助金等の交付に関する規則（昭和５４年規則第４号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。

（用語の意義）

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

(1)　自治会等　地域住民の親睦と福祉の増進を図る目的で自主的に組織された団体で市長が認めた単位自治会、町内会及びその連合会並びに自主防災会をいう。

(2)　自治会館等　自治会等が所有し、又は借り受けて管理運営し、自治会等の用に供し、又は住民の利用に供する建物（防災倉庫を含む。）をいう。

(3)　新築　新たに建物を建築し、又は既存の建物の全部を除去し、新しく建てることをいう。
(4)　建替え統合　自治会館等を有する２つ以上の自治会等が、共有を目的として自治会館等を一箇所に統合し、建て替えること（防災倉庫のみを建て替える場合を除く。）をいう。

(5)　増改築　既存の建物に部屋等を付け加える等、敷地内で建物（防災倉庫を除く。以下この号において同じ。）の床面積を増加させること又は建物の床面積を変えずに一部を除去して新たに建て替えることをいう。
(6)　補修　建物の一部が破損して機能が低下したものを従前の状態に復活させ、又は新しいものを取り付けることにより機能の増加を図ることをいう。

(7)　建物の購入　自治会館等として使用することを目的として既存の建物を購入すること（防災倉庫のみを購入する場合を除く。）をいう。

(8)　土地の取得　自治会館等の用地として使用することを目的として土地を取得すること（防災倉庫のみの用地として土地を取得する場合を除く。）をいう。

（補助対象）

第３条　市長は、自治会等に対し、自治会館等の新築、建替え統合、増改築及び補修並びに建物の購入及び土地の取得に要する経費について、別表に定めるところにより補助する。

２　前項の規定にかかわらず、公的団体及びこれに類する団体等から他の補助金等の交付を受けている又は受ける見込みである経費がある場合は、当該他の補助金等の額を除いた経費について補助する。

（交付の制限及び条件）

第４条　この要綱の規定により次の各号に掲げる区分について補助金の交付を受けた自治会等は、交付を受けた年度の翌年から５年間、当該各号に定める補助金の交付を受けることができない。ただし、防災倉庫の新築については、この限りでない。

(1)　新築、建替え統合又は増改築　この要綱に規定する全ての補助金（土地の取得に要する経費に係るものを除く。）
(2)　建物の購入　新築、建替え統合及び建物の購入に要する経費に係る補助金（補助金の交付を受けて購入した建物が建築から５年を経過していない場合、土地の取得に要する経費に係るものを除き、この要綱に規定する全ての補助金を受けることが出来ない。）
 (3)　土地の取得　土地の取得に要する経費に係る補助金

２　土地の取得に要する経費について補助金の交付を受けようとする自治会等は、規則第５条の規定による補助金の交付の申請をする前までに地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１項の認可を受けなければならない。
３　土地の取得に要する経費について補助金の交付を受けた自治会等は、土地の登記完了後５年以内に建物の建築を完了しなければならない。
第４条の２　市長は、平塚市暴力団排除条例（平成２３年条例第９号）第８条に規定する必要な措置として、次の各号のいずれかに該当するものは、補助金等の交付の対象としないものとする。

(1)　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）

(2)　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団

(3)　法人であって、代表者又は役員のうちに暴力団員に該当する者があるもの

(4)　法人格を持たない団体であって、代表者が暴力団員に該当するもの

２　市長は、交付の決定を受けた者が前項各号のいずれかに該当する場合は、交付決定の全部若しくは一部を取り消し、又は既に交付された補助金等の全部若しくは一部を返還させることができる。

３　市長は、必要に応じて、補助金等の交付の申請をした者又は交付の決定を受けた者が第１項各号のいずれかに該当するか否かを神奈川県警察本部長に対して確認を行うことができる。
（補助金額）
第５条　補助金額は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定めるところによる。

(1)　新築　新築に要する経費の５割以内の額とし、８００万円を限度とする。ただし、防災倉庫については、２００万円を限度とする。
(2)　建替え統合　建替え統合に要する経費の５割以内の額とし、１，５００万円を限度とする。
(3)　増改築　増改築に要する経費の５割以内の額とし、５００万円を限度とする。

(4)　補修　補修に要する経費（１０万円以上のものに限る。）の５割以内の額とし、２００万円を限度とする。

(5)　建物の購入　建物の購入に要する経費の５割以内の額とし、５００万円を限度とする。
(6)　土地の取得　土地の取得に要する費用の５割以内の額とし、８００万円を限度とする。
２　補助金額に１,０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。

（補助金の交付の申請）
第６条　規則第５条に規定する補助金の交付の申請は、事業実施前に自治会館等建設事業費補助金交付申請書（第１号様式）に次の各号に掲げる場合に応じ、当該各号に定める書類を添えて行うものとする。

(1)　新築、建替え統合、増改築又は補修の場合

ア　自治会館等建設事業計画書

イ　収支予算書

ウ　２者以上の施工業者の見積書の写し

エ　位置図及び平面図（又は設計図）
オ　総会資料等、事業実施について総会等で決定したことを確認できる書類
カ　自治会館等を統合することについて、統合を希望する団体が承諾していることが確認出来る書類（建替え統合の場合に限る。）

キ　用地等貸借契約がある場合は、契約書等の写し

ク　その他市長が必要と認める書類（建築の確認済証の写し等）
(2)　建物の購入の場合
ア　自治会館等建設事業計画書
イ　収支予算書
ウ　建物譲渡同意書の写し

エ　位置図、平面図及び立面図
オ　総会資料等、事業実施について総会等で決定したことを確認できる書類
カ　その他市長が必要と認める書類

(3)　土地の取得の場合

ア　自治会館等建設事業計画書
イ　収支予算書
ウ　土地譲渡同意書の写し

エ　位置図及び公図の写し
オ　実測図及び求積図の写し
カ　総会資料等、事業実施について総会等で決定したことを確認できる書類
キ　地方自治法第２６０条の２第１２項に規定する認可地縁団体であることを証する書類その他これに類する書類
ク　その他市長が必要と認める書類

２　補助金の交付を受けようとする者は、前項の申請を行うに当たって、消費税及び地方消費税を補助対象経費とする場合にあっては、当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による地方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額に補助対象経費に占める補助金の割合を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）を減額して交付申請しなければならない。ただし、申請時において当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が明らかでないものについては、この限りではない。

（決定の通知）
第７条　規則第７条に規定する補助金の決定は、自治会館等建設事業費補助金交付決定通知書（第２号様式）により行うものとする。

（事業計画の変更の申請等）
第８条　規則第８条第１項に規定する事業計画の変更の申請は、工事完了前に自治会館等建設事業費補助事業変更、中止、廃止承認申請書（第３号様式）に次の各号に掲げる書類を添えて行うものとする。

(1)　自治会館等建設事業変更計画書

(2)　変更収支予算書

２　規則第８条第２項に規定する決定の内容を変更したときは、自治会館等建設事業費補助事業変更、中止、廃止決定通知書（第４号様式）によりその旨を申請者に通知するものとする。
（状況報告等）
第９条　規則第１０条に規定する状況報告は、自治会館等建設事業費補助事業状況報告書（第５号様式）により行うものとする。

（実績報告書）

第１０条　規則第１１条に規定する実績報告は、自治会館等建設事業費補助事業実績報告書（第６号様式）に次の各号に掲げる場合に応じ、当該各号に定める書類を添えて行うものとする。

(1)　新築、建替え統合、増改築又は補修の場合

ア　収支精算書

イ　領収書の写し又は請求書の写し（請求書の写しを提出する場合にあっては、市長が指定する期日までに領収書の写しを提出しなければならない。）
ウ　完成写真（２～３枚）
エ　その他市長が必要と認める書類

(2)　建物の購入の場合
ア　収支精算書

イ　領収書の写し又は請求書の写し（請求書の写しを提出する場合にあっては、市長が指定する期日までに領収書の写しを提出しなければならない。）
ウ　売買契約書の写し又は登記事項証明書等取得を証する書類

エ　購入した建物の現況写真（２～３枚）
オ　その他市長が必要と認める書類

(3)　土地の取得の場合
ア　収支精算書

イ　領収書の写し又は請求書の写し（請求書の写しを提出する場合にあっては、市長が指定する期日までに領収書の写しを提出しなければならない。）
ウ　登記事項証明書
エ　購入した土地の現況写真（２～３枚）
オ　その他市長が必要と認める書類
２　消費税及び地方消費税を補助対象経費とする場合にあっては、補助事業者は、当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が明らかな場合には、これを補助金額から減額して報告しなければならない。
（補助金の額の確定通知）
第１１条　規則第１２条に規定する補助金の額の確定通知は、自治会館等建設事業費補助金確定通知書（第７号様式）により行うものとする。
（補助金の請求）
第１２条　前条の規定により補助金の額の確定通知を受けた者は、市長の指示に従い補助金の支払を請求するものとする。
（概算払）
第１３条　市長は、必要があると認めるときは、補助金の概算払をすることができる。

２　前項の規定により補助金の概算払を受けようとする者は、自治会館等建設事業費補助金概算払申請書（第８号様式）を市長に提出しなければならない。

３　市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、適当と認めたものについて所定の手続に従い概算払いを行うものとする。

（財産の処分の制限）
第１４条　規則第１５条に規定する市長の承認の申請は、自治会館等建設事業費補助事業財産処分等承認申請書（第９号様式）により行うものとする。

２　前項の規定による承認申請の決定は、自治会館等建設事業費補助事業財産処分等承認申請決定通知書（第１０号様式）により行うものとする。

第１５条　規則第１５条ただし書に規定する市長が別に定める期間は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定めるところによる。
(1)　自治会館等（防災倉庫を除く。）　補助金を受けた日から２０年
(2)　前号に掲げる財産以外の財産　その都度市長が定める期間
２　事業により取得した財産（動産を除く。）が市の土地又は建物を使用しているときは、前項の規定にかかわらず、当該事業により取得した財産（動産を除く。）を市長の承認を受けないで当該補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。

（消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還）

第１６条　消費税及び地方消費税を補助対象経費とする場合であり、かつ、当該経費について消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が発生する場合、補助事業者は、消費税の申告により当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定後、消費税仕入控除税額報告書（第１１号様式）により、速やかに市長に報告しなければならない。

２　市長は、前項の報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税仕入控除税額の全部又は一部の返還を命じずるものとし、補助事業者はこれに速やかに応じなければならない。

（その他）
第１７条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。
附　則
（施行期日）
１　この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。

（平塚市自治会館等建設事業費補助金交付要綱の廃止）
２　平塚市自治会館等建設事業費補助金交付要綱（平成２０年１２月８日施行）は、廃止する。

（経過措置）
３　この要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に交付申請がなされる補助金について適用し、同日前に、廃止前の旧平塚市自治会館等建設事業費補助金交付要綱に基づき交付の申請があった補助金については、なお従前の例による。

（有効期限）
４　この要綱は、令和５年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、同日の属する年度以前の年度の予算に係る補助金については、この要綱は、同日後も、なおその効力を有する。

附　則
この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。

附　則
（施行期日）
この要綱は、決裁の日から施行する。
附　則

（施行期日）
この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。ただし、附則第４項の改正規定は、決裁の日から施行する。

附　則
この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。ただし、第５条第１項第１号本文及び第６号の規定は、平成３４年４月１日から施行する。

附　則
この要綱は、令和２年４月１日から施行する。ただし、第５条第１項第１号本文及び第６号の規定は、令和４年４月１日から施行する。
附　則
この要綱は、令和３年４月１日から施行する。ただし、第５条第１項第１号本文及び第６号の規定は、令和４年４月１日から施行する。
附　則
この要綱は、令和４年４月１日から施行する。

